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事業所名及び代表者氏名
　株式会社 東京技術協会
　代表取締役社長　鈴木　將人

所 在 地
　本　　　社 ： 〒１０４-００６１ 東京都中央区銀座１-８-１６ 銀座アスタービル４F

環境管理責任者氏名及び担当者連絡先
　環境管理責任者　メディア部部長 ： 渡辺　俊二

　担　当　者　　　メディア部係長 ： 村上　裕尚

事業の概要
　技術情報・各種出版物・コンテンツ制作（テクニカルイラスト、CAD、CG、WEB、動画）
　メディア加工・配信（印刷・デジタルメディア）、データ処理・管理

事業規模
　売　上　高 ： 3.7億円／２021年4月～２022年3月
　従 業 員 数 ： 41名 

1  組織の概要

2  対象範囲
●登録組織名 ： 株式会社 東京技術協会
●対象事業所 ： 本社　〒１０４-００６１ 東京都中央区銀座１-８-１６ 銀座アスタービル４F
※特記
●当社は、２０２２年６月２０日より上記住所へ移転致しました。
●本レポートの実績値は、本社（東京都中央区銀座１-８-１６）での活動
　（２０２2年4月～２０２3年3月）を示します。

TEL： 03-3528-6744　FAX： 03-3528-6745
Ｅメール ： watanabes@togi.ne.jp

TEL： 03-3528-6744　FAX： 03-3528-6745
Ｅメール ： murakamih@togi.ne.jp
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3  実施体制 環境経営最高責任者
代表取締役社長　鈴木 將人

株式会社 東京技術協会
エコアクション21組織図
作成日：２０２2年8月1日

環境管理責任者
委員長　渡辺 俊二

環境管理リーダー
村上 裕尚

環境管理事務局
事務局長　寺薗 智子

環境推進委員

●環境における課題のチャンスの明確化
●環境経営方針の策定・見直し及び全従業員への周知
●環境経営システムの実施及び管理に必要な設備、費用、時間、人を用意
●環境管理責任者を任命
●代表者による全体の評価と見直し、指示
●環境経営システムの構築、運用する（代表者からEA21の権限を委任）
●実施体制の構築（組織図及び役割・責任・権限）
●環境経営目標・環境経営計画書/実施表の作成
●教育・訓練の実施を指示
●環境上の緊急事態への準備・対応
●環境経営レポート作成
●環境活動の取組結果を代表者へ報告
●EA21の推進（環境管理責任者の指示を受けて）
●環境への負荷及び取組チェック実施
●環境関連法規等取りまとめ表作成と遵守評価実施
●環境関連文書類の管理
●外部環境情報の窓口
●環境経営目標及び環境経営計画の実施・確認・評価、達成状況の報告
●環境活動におけるチェックリストの記録・運用管理
●実績上の問題点の是正・予防処置実施
●環境方針の理解と環境への取組の重要性を自覚
●EA21で決められたことを守り、各自の役割を実施

全  従  業  員

環境推進委員

環境管理事務局

環境管理リーダー

環境管理責任者

代表者（社長）

役割・責任・権限

２

委員（管理部）
中嶋 絹代

委員（管理部）
寺薗 智子

委員（営業部）
福住 葉月
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4  環境経営方針

環　境　経　営　方　針
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　2015年に国連にて、「持続可能な開発目標（SDGs）」として17のグローバル
目標と169のターゲット（達成基準）が採択されました。当社はこの目標に
基づき、人類や動植物を含めた地球環境を守ることによって環境保全と経済
発展を両立させ、また資源・エネルギーは有限なものと認識し、地球環境は
先人から借り受けたもの、また子孫へ引き継いでゆくものと捉え、循環型社会
を構築することにより地球環境保全を最優先課題として積極的に取り組む
ことが必要と考え、パーツカタログ・サービスマニュアル等の技術情報や各種
出版物の企画・制作を行う情報サービスカンパニーとして、環境経営の継続的
改善に取り組んでまいります。

環境理念

行動指針

株式会社 東京技術協会
2020年11月1日

代表取締役 鈴木將人

環境保全にかかる法規制を遵守します。
省エネルギー、省資源化を推進します。 
廃棄物削減と分別廃棄を徹底します。
外注先に環境配慮企業を選定します。
リモートコンテンツやVRを開発し、
顧客のデジタルトランスフォーメーション促進を
支援することで社会全体の環境負荷を低減します。
製品ライフサイクルを考慮した設備機材の使用を推進します。
環境保全活動に対する社員の教育・啓蒙を行います。
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5  環境経営目標・環境経営目標の実績
5.1　中長期目標

※基準年度は、2019年４月~2020年3月
※電気のCO2排出係数は、R2年東京電力㈱の調整後排出係数0.455kg-CO2/kＷhを使用した。
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1．二酸化炭素排出量削減
　●電　　気 （kWh）
　　　　 　　（kg-CO2）
　●ガソリン （L）
　　　　　　 （kg-CO2）
　●ＣＯ２合計（kg-CO2）
２．廃棄物排出量削減
　●一般廃棄物の削減（kg）
　
　●機密文書廃棄物の管理
　　（円）
３．水使用量削減（㎥）

４．デジタル製品の開発（件）

目標達成
実 績

2022年4月～
2023年3月

基準値 目　標

ー

○

ー

○

ー

ー

○

＋5% １４

ーー ー

目標項目

2022/7～
2023/6の実績値

2022年度実績値
（金額）21,120

ー
（数値把握不可）
2020年度　１２件

242

21,120

削減活動（定性的）

1．二酸化炭素排出量削減
　●電　　気 （kWh）
　　　　 　　（kg-CO2）
　●ガソリン （L）
　　　　　　 （kg-CO2）
２．廃棄物排出量削減
　●一般廃棄物の削減（kg）
　
　●機密文書廃棄物の管理
　　（円）
３．水使用量削減（㎥）

４．デジタル製品の開発（件）

2024

＋20%

維持活動

削減活動（定性的）

維持活動

維持活動

削減活動（定性的）

目標項目 基準値

（社用車廃止）

2022/7～
2023/6の実績値

2022年度実績より
年間量推定※7カ月分
2022年度実績値
（金額）21,120

ー
（数値把握不可）
2021年度　１２件

５.2　2022年度 環境経営目標及び実績（2022年４月～2023年3月）

○目標達成　△目標未達成但し基準年比減　×目標未達成
※一般廃棄物は移動後、テレワークを更に推進した為、大幅に減少。
※化学物質は使用していません。
※二酸化炭素総排出量における、ガソリン使用量は社用車廃止により対象外とした。電気は出社率減に比例し減少。
※二酸化炭素総排出量は、2022/4~2022/6旧本社、２０２２/７~２０２３/３新本社。
※水道に関しては、管理会社がビル全体を一括に管理している為、数値化出来ません。

2022

＋5%

実績把握

削減活動（定性的）

実績把握

実績把握

削減活動（定性的）

2023

＋10%

実績把握（~2023/6）
基準年の維持活動（2023/7）

維持活動

維持活動

削減活動（定性的）

削減活動（定性的）

実績把握

実績把握

実績把握

削減活動（定性的）

2022/7～2023/3
33,265 kWh
15,135 kg-CO2

20,373

2022年度実績
（7カ月分）より
年間量推定



6  環境経営計画・取組結果と評価、次年度の計画
評価〇経営計画は概ね実施出来た。△実施したがまだ不十分。×計画通り実施出来なかった。
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１．二酸化炭素排出量削減（電気）

　①空調温度（温度計を設置し、適切な温度で管理）　

　③エアコンフィルター洗浄

中期計画

●CO2の削減（電力会社を比較検討、最適な会社を選択）

１．二酸化炭素排出量削減（ガソリン）

　①公共交通機関の利用

　②web会議の推進

２．一般廃棄の削減

　②ゴミ分別の徹底（廃プラ・一般ゴミの分別）

　③充電池の利用（乾電池から充電池に切替）

 3．機密文書廃棄物の管理

　①機密文書の管理徹底

 4．水使用量の削減

5．デジタル製品の開発

 6．年間活動計画

　緊急事態対応訓練/環境関連法規等の遵守評価

　①環境方針・目標・活動計画の周知

　②環境目標・環境活動進捗状況確認・評価

　③資格取得・更新のため研修会参加

　④火災対応訓練

　⑤植物の栽培（チームを作り緑化を推進）

作成と地域事務局への送付

　②ＰＣ省エネ設定

代表者による全体の評価と見直し

　①デジタルトランスインフォメーションの促進
　（VR商品の開発等）

ビル管理会社にて管理

ビル管理会社にてメンテナンス管理

ビル管理会社にて管理

社用車廃止により適用外

社用車廃止に伴い利用増加

テレワークにより慣習化された

回収を含めビル管理会社に委託

保管担当者が必要に応じ貸し出し

機密書類の廃棄用ボックスを設け適切に処理

災害時の安否情報収集はアプリにて9月より実施予定

コミュニケーションツール＝社内報にて社員に周知

環境委員会にて定期的に評価・確認

参加実績なし。来期も引き続き必要に応じ研修会参加とする

今期、2回の避難訓練を実施。　　　　　　　　　　　　　

オフィスビル内規により生花、植物の設置は控える事とした

環境委員会 環境管理リーダーが対応

継続して実施する

継続して実施する

継続して実施する

継続して実施する

継続して実施する

テレワーク中にネットで繫がっている
社内PCモニターの消灯を実施

ビル管理会社によるオフィス空調管理にて改善。
夏季冷房対策で遮熱フィルムを貼る案があったが、
小まめにカーテンを閉めることで対応

全部署で注文書のデジタル化を実施。
インボイス制度の対応準備進行中

水の使用量についてはビル全体管理の為、
自社独自の削減目標は数値化できないが、
社員への呼び掛けは継続

2022年8月7日に環境経営最高責任者/代表取締役から
全体評価を受け、未達課題は今後の活動目標とする。

　④空調の改善

次年度の計画取組結果環境経営計画

　①節水シールの貼り付け

若干の受注増

　①帳簿ワークフローの改善（提出書類をデジタル化）

評価

△

△

○

△

○

継続して実施する

継続して実施する

継続して実施する

○

○

○

継続して実施する

継続して実施する△

○



7  環境関連法規等の遵守状況の確認・評価の結果
　 並びに違反、訴訟等の有無

　当社に適用される主な環境関連法規等について、2023年3月31日に
遵守評価を実施した結果、これらへの違反はありませんでした。
なお、関係当局よりの違反等の指摘は、過去3年間ありませんでした。
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■環境関連法規等一覧表／遵守評価表

遵守評価2023年3月31日実施

作成日：2020年12月18日
更新日：2022年  3月31日

承 認
環境管理責任者

渡辺

作 成
環境事務局
村上

法律・条例・その他名称
（最近の改正日） 該当条項 規 制 内 容

当社が該当する
機械設備・施設・作業等

当社の対応状況
（許可、届出、記録、報告等）

フロン類の使用の合理化及び

管理の適正化に関する法律

（フロン排出抑制法）

（H13年6月22日公布）

東京都環境確保条例

（H12年12月22日公布）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（S45年12月25日公布）

中央区廃棄物の処理及び再利用に関する条例

（H11年12月16日公布）

特定家庭用機器再商品化法

（家電リサイクル法）

（H10年6月5日公布）

キャノングリーン調達基準書

（Ver.12.1a、2020年8月）

第5条

第16条

第41条

第43条

第52条

第12条2

第12条5

第12条の3

第12条の3第6項

第36条

第6条

指定製品及び特定製品の管理者の責務

第1種特定製品の管理者の判断の基準と

なるべき事項（簡易転換・定期点検・記録保存）

第1種特定製品廃棄等実施者の引渡し義務

第1種特定製品廃棄実施者による書面の交付等

（回収依頼書又は委託確認書）

アイドリングストップ（エコドライブ）

（産業廃棄物）

保管基準（保管場所、掲示板)

委託契約（２者契約、許可証写、最終処分）

マニフェスト交付

書類の保管は５年間

産業廃棄物管理票交付等状況報告書の提出

（事業系一般廃棄物）

有料ごみ処理券添付

事業者及び消費者の責務

Ａ事業活動の環境マネジメントシステム

Ｂ環境関連法規制の遵守

Ｃ製品含有化学物質管理システム

Ｄ使用禁止物質の非含有

業務用エアコン機器調査表

廃止

保管

作成

排出

マニフェストの保管

作成・提出

事務所可燃・不燃ごみ

TV なし

冷蔵庫2台

取説等印刷物

電子媒体

簡易点検（7.5kW未満、3ヶ月毎）

業者に委託（2020/12/17実施）

保管場所の確認

委託契約書の確認

マニフェストの確認

書類の確認

書類の確認

事務系廃棄業者に委託

廃棄時家電リサイクル券、費用支払

ＥＡ２１認証登録

キャノン特設サイトに報告

評価結果

問題なし

問題なし

問題なし

問題なし

問題なし

発生なし

廃棄なし

実施者

村上

村上

村上

村上

村上

渡辺



8  「エコアクション21」全体評価
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　新オフィスへ移転して一年以上が経過し、計画していた業務インフラの
クラウド化とテレワーク体制が定着し、ワンフロア化とワークフローの統
一化推進により、業務の生産性向上と省エネ化には効果が出てきました。
当社にとっての環境活動は
①デジタリゼーションによる自社業務の効率化
②デジタライゼージョンによる新サービス構築と顧客への提案
③社会全体の「技術情報コミュニケーション」のDX（デジタルトランス
　フォーメーション）支援
と考えます。
　まだまだやるべきことが山積しています。今年度は一つ一つの業務を見
直してデジタライゼーションを進めていきましょう。
　こうした活動を不断に推進し社会を変革することこそが、とりも直さず
当社のエコアクションのコアコンセプトだからです。

株式会社 東京技術協会
2023年8月4日

代表取締役 鈴木將人
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